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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、その上に形成された粘着剤層とを有し、
　該粘着剤層が、粘着性高分子（Ａ）及び少なくとも２つの環状分子の開口部に直鎖状分
子が貫通し、前記直鎖状分子の両末端にブロック基を有してなるポリロタキサン（Ｂ）を
含み、粘着性高分子（Ａ）と、ポリロタキサン（Ｂ）の環状分子とが結合して架橋構造を
形成してなるウエハ加工用粘着シート。
【請求項２】
　前記粘着性高分子（Ａ）が反応性官能基を有し、前記環状分子が反応性官能基を有し、
且つ、前記粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基と前記環状分子の反応性官能基とが、直接
または間接的に結合した架橋構造を形成してなる請求項１に記載のウエハ加工用粘着シー
ト。
【請求項３】
　前記粘着剤層の２５℃における貯蔵弾性率が２．５ＭＰａ以下である請求項１または２
に記載のウエハ加工用粘着シート。
【請求項４】
　２５ｍｍ幅にカットされた状態での、シリコンウエハミラー面からの剥離時の粘着力が
、５０００ｍＮ以下である請求項１～３の何れかに記載のウエハ加工用粘着シート。
【請求項５】
　前記粘着性高分子（Ａ）とポリロタキサン（Ｂ）が有するそれぞれの反応性官能基が、
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前記粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基と反応しうる架橋性基および前記ポリロタキサン
（Ｂ）と反応しうる架橋性基を有する架橋剤（Ｃ）を介して結合し、架橋構造が形成され
る請求項２～４の何れかに記載のウエハ加工用粘着シート。
【請求項６】
　前記粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基とポリロタキサン（Ｂ）の反応性官能基が同一
の官能基であり、
　粘着性高分子（Ａ）が有する反応性官能基の数を１としたときの、
　ポリロタキサン（Ｂ）が有する反応性官能基の数の相対比αと、
　架橋剤（Ｃ）が有する架橋性基の数の相対比βが、
　１＋α－β≦１．２の関係を満たす粘着剤層を有する請求項５に記載のウエハ加工用粘
着シート。
【請求項７】
　前記粘着性高分子（Ａ）とポリロタキサン（Ｂ）の反応性官能基が水酸基であり、前記
架橋剤（Ｃ）の架橋性基がイソシアネート基である請求項５または６に記載のウエハ加工
用粘着シート。
【請求項８】
　前記粘着剤層を、１ｍｍの厚みとしたときの破断伸度が１００％以上である請求項１～
７の何れかに記載のウエハ加工用シート。
【請求項９】
　前記粘着剤層のゲル分率が９０％以上である請求項１～８の何れかに記載のウエハ加工
用シート。
【請求項１０】
　請求項１～９の何れかに記載のウエハ加工用粘着シートの粘着剤層に、表面に回路が形
成された半導体ウエハの回路表面を貼付し、前記半導体ウエハの裏面加工を行う半導体ウ
エハの加工方法。
【請求項１１】
　前記半導体ウエハの裏面加工が、裏面研削である請求項１０に記載の半導体ウエハの加
工方法。
【請求項１２】
　請求項１～９の何れかに記載のウエハ加工用粘着シートの粘着剤層に、表面に回路が形
成された半導体ウエハを貼付し、前記半導体ウエハのダイシングを行う半導体ウエハの加
工方法。
【請求項１３】
　バンプを有する回路が形成された半導体ウエハ表面からそのウエハ厚さよりも浅い切込
み深さの溝を形成し、前記回路形成面に、請求項１～９の何れかに記載の粘着シートを貼
付し、その後前記半導体ウエハの裏面研削をすることでウエハの厚みを薄くするとともに
、最終的には個々のチップへの分割を行ない、チップをピックアップする工程を含む、半
導体チップの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　　本発明は、ウエハ加工用粘着シートに関し、さらに詳しくは表面に回路が形成された
半導体ウエハの裏面加工時に、ウエハ表面を保護するための表面保護シート、ならびに回
路が形成された半導体ウエハを回路毎に分割して半導体チップを製造する際にウエハ、チ
ップを保持するために好ましく使用されるウエハ加工用粘着シートに関する。また本発明
は、該粘着シートを使用した半導体ウエハの加工方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の電子機器は、携帯性が重視され、薄型化・小型化する傾向があり、また、より高
容量、高速計算が求められる。そのため、半導体装置のサイズを変えずに、チップの多積



(3) JP 6018747 B2 2016.11.2

10

20

30

40

50

層化がされる傾向があり、その構成部材であるチップを製造するための半導体ウエハの薄
型化が進められている。従来３５０μｍ程度の厚みであったウエハを、５０～１００μｍ
あるいはそれ以下まで薄くすることが求められるようになった。
【０００３】
　このため、半導体ウエハは、回路形成工程の終了後に、厚みを薄く、均一にするために
、裏面研削が行われる。裏面研削時には、表面に形成された回路を保護するために、バッ
クグラインド（ＢＧ）シートとも呼ばれるウエハ加工用粘着シートを回路面に貼付してい
る。このようなＢＧシートには、裏面研削時には回路面を確実に保護し、切削水などの浸
入を防止しうる程度の密着性と、裏面研削終了後には、粘着剤の残着などを起こすことな
く容易に剥離できる再剥離が求められる。
【０００４】
　そこで、ＢＧシートとしては、エネルギー線硬化型粘着剤や水膨潤性粘着剤を用いた再
剥離性の粘着剤層を設けたＢＧシートが提案されている。このようなＢＧシートは、裏面
研削工程の後に、エネルギー線照射や、粘着剤層の水膨潤により、粘着力が低下し、容易
に剥離できる。しかし、これらのＢＧテープを用いる場合には、剥離時にエネルギー線照
射や粘着剤層の水膨潤などの特殊な工程が必要になり、プロセス上煩雑であり、またコス
ト増を招く。
【０００５】
　そのため、エネルギー線照射や水膨潤のような特殊な工程を経ることなく剥離が可能で
、工程数を減少させうる弱粘着再剥離型ＢＧシートも用いられている。その要求性能とし
ては、（１）裏面研削工程の間、回路面から剥離してこれを汚染することのないような粘
着性能を有し、（２）加工後の再剥離が容易である、（３）ウエハへの粘着物残渣が少な
い、などである。（２）、（３）を達成するには粘着剤の弾性率を高くすることが考えら
れる。しかし、半導体ウエハの表面は、回路やバンプなどの凹凸が形成されているため、
かかる高弾性率の粘着剤は段差に追従しにくく、空隙が発生し、剥がれの原因になり、空
隙から研削水が浸入してしまうことがある。すなわち、上記（１）の要求性能を十分に満
足できない場合がある。つまり、高弾性率の粘着剤を用いたＢＧシートでは、平滑なウエ
ハにしか適用できないという欠点がある。
【０００６】
　近年では、半導体ウエハの端部にごく近い位置にもバンプや回路が形成されることがあ
り、回路面への研削水の浸入を防ぐため、バンプや回路の凹凸に対する高い追従が求めら
れている。このため、平滑なウエハにしか適用できないＢＧシートでは市場の要望に十分
に応えられなくなりつつある。粘着剤層に凹凸追従性を付与させるために、粘着剤を柔軟
にする手段としては、粘着剤の架橋密度を低下させることや、可塑剤を配合する等の手法
が考えられる。しかし、これらの手段を採用した場合には、未架橋成分や可塑剤が残渣と
なって回路を汚染する等の問題がある。つまり上記（３）の要求性能が満足できなくなる
おそれがある。また、近年多用される先ダイシング法では、ハーフカットダイシングされ
たカーフを有する面にＢＧシートを貼付するので、カーフのエッジ部に粘着剤が残着しや
すく、ある程度高弾性率の粘着剤であっても、粘着物残渣が生じやすくなっている。また
、回路面にダイシングシートを貼付して、裏面側から切断分離を行う工程も知られている
が、このような工程においても、上記（１）～（３）の要求性能を満足するダイシングシ
ートが求められていた。
【０００７】
　特許文献１（特開２００１-２３４１３６号公報）には、分子量１０5以下の低分子量成
分の含有量が１０質量％以下であるアクリル系ポリマーで粘着剤層を構成した、半導体ウ
エハ加工用として用いられる再剥離用粘着シートが開示されている。しかし、このように
低分子量成分の含有量を抑制するには、分子量分布を厳密に制御することが必要であり、
設備や製造条件等に高度な技術を要する。また、以下のような問題点も有している。すな
わち、分子量分布を厳密に制御した場合であっても、低分子量成分を低減するためには、
アクリル系ポリマーの分子量は９０万以上程度と高く設定する必要がある。また、残渣物
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低減のためにはアクリル系ポリマーを架橋して三次元網目構造体とすることは必須である
。しかし、高分子量のポリマーを架橋させた構成を取った場合、粘着剤層の弾性率は昂進
し、回路面への凹凸追従性に劣る場合がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００１-２３４１３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記のような（１）過度に弱すぎることのない粘着力で研削時に凹凸を有す
る回路面を保護する、（２）加工後の再剥離が容易である、（３）ウエハへの粘着物残渣
が少ない、という特性を満足し、再剥離型ＢＧシート等として好ましく用いられるウエハ
加工用粘着シートを提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　かかる課題を解決すべく鋭意検討の結果、本発明者らは、粘着剤のゲル分率を高くする
ことで、上記（３）の課題を解決できる可能性に着目した。またゲル分率の高い粘着剤は
、一般に弾性率も高く、上記（２）の課題も同時に解決できる可能性がある。ゲル分率は
、粘着剤中の架橋構造の多寡により制御される。一方、柔軟性は、粘着剤を構成するポリ
マーの運動性に影響される。よって、架橋構造を有しつつも、この構造が比較的柔軟であ
れば、上記の要望を満足できる可能性がある。つまり、ゲル分率が高く、しかもある程度
の柔軟性を有する粘着剤であれば、上記の要求特性（１）～（３）を全て満足できる可能
性がある。
【００１１】
　そこで、本発明者らは、環状分子が一定範囲で運動しうるポリロタキサンに着目した。
ポリロタキサンは、環状分子中を棒状分子が貫通した構造を有し、環状分子の運動は一定
範囲に制御される。つまり、ポリロタキサン構造を粘着剤の架橋構造中に存在させること
で、架橋構造を維持してゲル分率を低下することなく、粘着剤に柔軟性を付与できる可能
性がある。このような着想に基づいて本発明者らは、環状分子が拘束されつつも運動可能
なポリロタキサン構造を粘着剤の架橋構造中に取り込むことで上記（１）～（３）の課題
を解決する粘着シートを得た。
【００１２】
　すなわち、上記課題を解決する本発明の要旨は以下のとおりである。
（１）基材と、その上に形成された粘着剤層とを有し、
　該粘着剤層が、粘着性高分子（Ａ）及び少なくとも２つの環状分子の開口部に直鎖状分
子が貫通し、前記直鎖状分子の両末端にブロック基を有してなるポリロタキサン（Ｂ）を
含み、粘着性高分子（Ａ）と、ポリロタキサン（Ｂ）の環状分子とが結合して架橋構造を
形成してなるウエハ加工用粘着シート。
【００１３】
（２）前記粘着性高分子（Ａ）が反応性官能基を有し、前記環状分子が反応性官能基を有
し、且つ、前記粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基と前記環状分子の反応性官能基とが、
直接または間接的に結合した架橋構造を形成してなる（１）に記載のウエハ加工用粘着シ
ート。
【００１４】
（３）前記粘着剤層の２５℃における貯蔵弾性率が２．５ＭＰａ以下である（１）または
（２）に記載のウエハ加工用粘着シート。
【００１５】
（４）２５ｍｍ幅にカットされた状態での、シリコンウエハミラー面からの剥離時の粘着
力が、５０００ｍＮ以下である（１）～（３）の何れかに記載のウエハ加工用粘着シート
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。
【００１６】
（５）前記粘着性高分子（Ａ）とポリロタキサン（Ｂ）が有するそれぞれの反応性官能基
が、前記粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基と反応しうる架橋性基および前記ポリロタキ
サン（Ｂ）と反応しうる架橋性基を有する架橋剤（Ｃ）を介して結合し、架橋構造が形成
される（２）～（４）の何れかに記載のウエハ加工用粘着シート。
【００１７】
（６）前記粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基とポリロタキサン（Ｂ）の反応性官能基が
同一の官能基であり、
　粘着性高分子（Ａ）が有する反応性官能基の数を１としたときの、
　ポリロタキサン（Ｂ）が有する反応性官能基の数の相対比αと、
　架橋剤（Ｃ）が有する架橋性基の数の相対比βが、
　１＋α－β≦１．２の関係を満たす粘着剤層を有する（５）に記載のウエハ加工用粘着
シート。
【００１８】
（７）前記粘着性高分子（Ａ）とポリロタキサン（Ｂ）の反応性官能基が水酸基であり、
前記架橋剤（Ｃ）の架橋性基がイソシアネート基である（５）または（６）に記載のウエ
ハ加工用粘着シート。
【００１９】
（８）前記粘着剤層を、１ｍｍの厚みとしたときの破断伸度が１００％以上である（１）
～（７）の何れかに記載のウエハ加工用シート。
【００２０】
（９）前記粘着剤層のゲル分率が９０％以上である（１）～（８）の何れかに記載のウエ
ハ加工用シート。
【００２１】
（１０）前記（１）～（９）の何れかに記載のウエハ加工用粘着シートの粘着剤層に、表
面に回路が形成された半導体ウエハの回路表面を貼付し、前記半導体ウエハの裏面加工を
行う半導体ウエハの加工方法。
【００２２】
（１１）前記半導体ウエハの裏面加工が、裏面研削である（１０）に記載の半導体ウエハ
の加工方法。
【００２３】
（１２）前記（１）～（９）の何れかに記載のウエハ加工用粘着シートの粘着剤層に、表
面に回路が形成された半導体ウエハを貼付し、前記半導体ウエハのダイシングを行う半導
体ウエハの加工方法。
【００２４】
（１３）バンプを有する回路が形成された半導体ウエハ表面からそのウエハ厚さよりも浅
い切込み深さの溝を形成し、前記回路形成面に、前記（１）～（９）の何れかに記載の粘
着シートを貼付し、その後前記半導体ウエハの裏面研削をすることでウエハの厚みを薄く
するとともに、最終的には個々のチップへの分割を行ない、チップをピックアップする工
程を含む、半導体チップの製造方法。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明のウエハ加工用粘着シートの粘着剤層は、粘着性高分子が架橋構造を形成し、架
橋構造の少なくとも一部にポリロタキサン構造が介在している。つまり、ポリロタキサン
の構造を介して粘着性高分子同士が間接的に結合している。このため、粘着剤層自体は、
高い凝集性を有し、粘着シートの剥離後も被着体には残渣物が残らない。また、ロタキサ
ン構造中の環状分子は、拘束されつつも直鎖状分子に沿って運動性を有しているために、
粘着剤の架橋構造中に取り込むことで粘着剤が変形しやすく、バンプ、回路といったよう
なウエハ上の凹凸に対して優れた追従性を示し、しかもエネルギー線照射や水膨潤なしに
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再剥離が容易である。 
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】粘着剤層の架橋構造の模式図を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、本発明について図面を参照しながら、さらに具体的に説明する。
　本発明に係るウエハ加工用粘着シートは、基材と、その上に形成された粘着剤層とを有
し、該粘着剤層は、粘着性高分子がポリロタキサン構造を介して架橋した架橋構造を含む
ことを特徴としている。
【００２８】
（基材）
　本発明の粘着シートに用いられる基材としては、特に限定はされないが例えばポリエチ
レンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィルム、ポリブタジエンフィルム
、ポリメチルペンテンフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、塩化ビニル共重合体フィルム
、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタレートフィルム、ポリウ
レタンフィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体フィルム、アイオノマー樹脂フィルム、
エチレン・（メタ）アクリル酸共重合体フィルム、エチレン・（メタ）アクリル酸エステ
ル共重合体フィルム、ポリスチレンフィルム、ポリカーボネートフィルム、フッ素樹脂フ
ィルム、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）フィルム、直鎖低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰ
Ｅ）フィルム、およびその水添加物または変性物等からなるフィルムが用いられる。また
これらの架橋フィルムも用いられる。上記の基材は１種単独でもよいし、さらにこれらを
２種類以上組み合わせた複合フィルムであってもよい。
【００２９】
　基材の厚さは特に制限ないが、通常は１０～１０００μｍ、好ましくは３０～５００μ
ｍ、さらに好ましくは５０～３００μｍである。粘着剤層が設けられる基材表面には、粘
着剤層との密着性を向上するために、コロナ処理を施したり、プライマー層を設けてもよ
い。
【００３０】
（粘着剤層）
　粘着剤層は、粘着性高分子がポリロタキサン構造を介して架橋した架橋構造を含む。つ
まり、粘着性高分子同士が架橋する構造中の少なくとも一部に、ポリロタキサンが介在し
、ポリロタキサンの環状分子を介して、粘着性高分子同士が結合する構造を形成する。ポ
リロタキサンと粘着性高分子は、互いの反応性官能基同士で直接結合して架橋構造を形成
していてもよく、架橋剤を介して粘着性高分子とポリロタキサンの反応性官能基同士が結
合して架橋構造を形成してもよい。以下、粘着剤層を単に粘着剤ということがある。
【００３１】
　以下、粘着性高分子とポリロタキサンとが架橋剤を介して結合して架橋構造を形成して
いる態様を主に例にとり説明する。図１には、粘着性高分子（Ａ）とポリロタキサン（Ｂ
）とが架橋剤（Ｃ）を介して結合して架橋構造を形成している状態の模式図を示した。図
１では、反応性官能基Ｒ１を有する少なくとも２つの環状分子Ｔの開口部に直鎖状分子Ｌ
が貫通し、その直鎖状分子Ｌの両末端にブロック基ＢＬを有してなるポリロタキサン（Ｂ
）と、反応性官能基Ｒ２を有する粘着性高分子（Ａ）とが、反応性官能基Ｒ１および反応
性官能基Ｒ２と反応し得る架橋性基Ｒ３を有する架橋剤（Ｃ）を介して結合し架橋構造を
形成している状態を示したが、粘着性高分子（Ａ）とポリロタキサン（Ｂ）とが直接結合
して架橋構造を形成してもよい。
【００３２】
（粘着性高分子）
　粘着性高分子は、粘着剤に用いられる公知のアクリル系高分子、ゴム系高分子、シリコ
ーン系高分子、ウレタン系高分子等を用いることができる。これらのうちでも、側鎖に反
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応性官能基を導入しやすいアクリル系高分子が好ましい。架橋構造を形成するため、粘着
性高分子は、分子内に反応性官能基を有する。粘着性高分子の反応性官能基は架橋剤と反
応して結合し、又は直接にポリロタキサンの環状分子と反応して結合しうるものであれば
特に限定されないが、熱反応性のものが好ましく、水酸基、カルボキシル基、エポキシ基
、アミノ基、イソシアネート基、ビニル基、アクリロイル基等が挙げられる。 これらの
反応性官能基は、粘着性高分子中に２種以上混在していてもよい。これらの反応性官能基
の中でも、粘着剤層を酸性側にもアルカリ側にも偏らせず、耐腐食性に優れ、さらに、架
橋の安定性が高いことから、水酸基が特に好ましい。したがって、図１における粘着性高
分子の反応性官能基Ｒ２は水酸基であることが好ましい。
【００３３】
　粘着性高分子は、分子内に前記反応性官能基を２つ以上有する粘着性高分子（Ａ）が好
ましい。このような粘着性高分子は、単量体として、前記反応性官能基を有する単量体を
使用するか、あるいは重合後に、変性などの手段で反応性官能基を導入して得ることがで
きる。
【００３４】
　粘着性高分子としては、反応性官能基を有するアクリル系高分子が特に好ましく用いら
れる。アクリル系高分子を構成する主モノマーとしてはアルキル基の炭素数が１～１８で
ある（メタ）アクリル酸アルキルエステルまたはアクリル酸シクロアルキルエステルが用
いられる。（メタ）アクリル酸アルキルエステルまたはアクリル酸シクロアルキルエステ
ルとしては、アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸
エチル、アクリル酸プロピル、メタクリル酸プロピル、アクリル酸イソプロピル、メタク
リル酸イソプロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソ
ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｎ－ヘキシル、アクリル酸２エチルヘキ
シル、メタクリル酸２エチルヘキシル、アクリル酸シクロヘキシル、メタクリル酸ラウリ
ル等が挙げられる。
【００３５】
　前述の主モノマーと共重合可能な反応性官能基含有モノマーを共重合させることで、得
られるアクリル系高分子中に反応性官能基が導入される。水酸基含有モノマーとしては、
２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロ
キシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、２－ヒドロキシブ
チルアクリレート、２－ヒドロキシブチルメタクリレート等が挙げられる。また、カルボ
キシル基含有モノマーとしては、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン酸等が挙げられる
。エポキシ基含有モノマーとしては、グリシジルメタクリレート、グリシジルアクリレー
トなどが挙げられる。さらに、上記の他にも、カルボキシル基、アミノ基、イソシアネー
ト基などを有する重合性モノマーを用いて反応性官能基を導入してもよい。水酸基含有モ
ノマーを用い、架橋剤としてイソシアネート系架橋剤を用いる場合には、カルボキシル基
や、アミノ基を有する重合性モノマーを用いることで、水酸基とイソシアネート系架橋剤
の反応を促進する作用がある。また、重合反応を行った後、たとえばビニル基、アクリロ
イル基等を有する化合物をポリマーの側鎖に導入してもよい。
【００３６】
　粘着性高分子は、上記のような（メタ）アクリル酸エステルと反応性官能基含有モノマ
ーとを常法で共重合することにより得られるが、これらモノマーの他にも少量（例えば１
０質量％以下、好ましくは５質量％以下）の割合で、蟻酸ビニル、酢酸ビニル、スチレン
等が共重合されてもよい。
【００３７】
　このような粘着性高分子における反応性官能基Ｒ２を含有するモノマーに由来する構成
単位の含有量は、好ましくは０．１～２０質量％、さらに好ましくは０．５～１５質量％
、特に好ましくは、２～１０質量％である。ここで、構成単位の含有量は、粘着性高分子
の重合時に用いる単量体成分の重量全体における当該構成単位の単量体の重量の割合（パ
ーセント）で算出される（以下同じ）。
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【００３８】
　粘着性高分子（Ａ）の重量平均分子量は、ＧＰＣ（Gel Permeation Chromatography）
による測定値で、１００,０００～３,０００,０００であることが好ましく、特に５００,
０００～２,０００,０００であることが好ましい。重量平均分子量が１００,０００未満
では、粘着剤層の凝集性が十分でなくなるおそれがある。一方、重量平均分子量が３,０
００,０００を超えると、後述するポリロタキサンとの相溶性が悪くなり、架橋構造が有
効に形成されなくなるおそれがある。
【００３９】
　また、粘着性高分子（Ａ）のガラス転移温度（Ｔｇ）は、５０℃以下であることが好ま
しく、特に３０℃以下であることが好ましい。ガラス転移温度（Ｔｇ）が５０℃を超える
と、ポリロタキサンとの相溶性が悪くなり、粘着剤層の十分な柔軟性が発現されないおそ
れがある。また、粘着性高分子（Ａ）のガラス転移温度（Ｔｇ）は、－６０℃以上である
ことが好ましく、－５０℃以上であることがより好ましい。粘着性高分子（Ａ）のガラス
転移温度（Ｔｇ）が－６０℃以上であることにより、粘着剤層が適度な凝集性を有するこ
ととなり、粘着力が過度に上昇することを防止し、また被着体表面への残渣発生がより抑
制される。
【００４０】
　粘着性高分子（Ａ）のガラス転移温度（Ｔｇ）を上述のような範囲に調整するために、
粘着性高分子（Ａ）は単量体として、アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、酢酸ビニ
ル、アクリル酸エチル、アクリロニトリル、スチレン等の単独重合体または共重合体のガ
ラス転移温度が－２５℃以上の単量体を含有することが好ましい。ガラス転移温度が－２
５℃以上の単量体に由来する構成単位の含有量は、好ましくは１～５０質量％、さらに好
ましくは５～４０質量％である。
【００４１】
　上記粘着剤における粘着性高分子の配合量は、通常、粘着剤中の固形分中、３０～９８
質量％、好ましくは４０～９５質量％の配合量となる。
【００４２】
（ポリロタキサン）
　ポリロタキサンは、少なくとも２つの環状分子の開口部に直鎖状分子が貫通し且つ、前
記直鎖状分子の両末端にブロック基を有してなる複合的な分子であり、本発明における粘
着剤では、上記粘着性高分子が、ポリロタキサンの環状分子に結合している。ポリロタキ
サンの環状分子を介しての結合であると、結合部位が拘束されつつも運動可能であり、粘
着剤に適度な柔軟性が付与される。したがって、本発明で使用するポリロタキサンは、環
状分子上に反応性官能基を有するポリロタキサン（Ｂ）であることが好ましい。
【００４３】
　上記ポリロタキサン（Ｂ）は、従来公知の方法（例えば特開２００５－１５４６７５に
記載の方法）によって得ることができる。
【００４４】
　図１に示すように、ポリロタキサンの直鎖状分子Ｌは、環状分子Ｔに包接され、共有結
合等の化学結合でなく機械的な結合で一体化することができる分子または物質であって、
直鎖状のものであれば、特に限定されない。なお、本明細書において、「直鎖状分子」の
「直鎖」は、実質的に「直鎖」であることを意味する。すなわち、直鎖状分子Ｌ上で環状
分子Ｔが移動可能であれば、直鎖状分子Ｌは分岐鎖を有していてもよい。
【００４５】
　ポリロタキサンの直鎖状分子Ｌとしては、例えば、ポリエチレングリコール、ポリプロ
ピレングリコール、ポリイソプレン、ポリイソブチレン、ポリブタジエン、ポリテトラヒ
ドロフラン、ポリアクリル酸エステル、ポリジメチルシロキサン、ポリエチレン、ポリプ
ロピレン等が好ましく、これらの直鎖状分子Ｌは、粘着剤組成物中で２種以上混在してい
てもよい。
【００４６】
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　ポリロタキサンの直鎖状分子Ｌの数平均分子量は、３,０００～３００,０００であるこ
とが好ましく、特に１０,０００～２００,０００であることが好ましく、さらには２０,
０００～１００,０００であることが好ましい。数平均分子量が３,０００未満であると、
環状分子Ｔの直鎖状分子Ｌ上での移動量が小さくなり、粘着剤層の柔軟性が十分に得られ
ないおそれがある。また、数平均分子量が３００,０００を超えると、ポリロタキサンの
溶媒への溶解性や粘着性高分子との相溶性が悪くなるおそれがある。
【００４７】
　ポリロタキサンの環状分子Ｔは、上記直鎖状分子Ｌに対し包接可能で、上記直鎖状分子
Ｌ上で移動可能であれば、特に限定されない。なお、本明細書において、「環状分子」の
「環状」は、実質的に「環状」であることを意味する。すなわち、直鎖状分子Ｌ上で移動
可能であれば、環状分子Ｔは完全には閉環でなくてもよく、例えば螺旋構造であってもよ
い。
【００４８】
　ポリロタキサンの環状分子Ｔとしては、環状ポリエーテル、環状ポリエステル、環状ポ
リエーテルアミン、環状ポリアミン等の環状ポリマー、あるいは、α－シクロデキストリ
ン、β－シクロデキストリン、γ－シクロデキストリン等のシクロデキストリンが好まし
く挙げられる。上記環状ポリマーの具体例としては、クラウンエーテルまたはその誘導体
、カリックスアレーンまたはその誘導体、シクロファンまたはその誘導体、クリプタンド
またはその誘導体等が挙げられる。
【００４９】
　ポリロタキサンの環状分子Ｔが有する反応性官能基Ｒ１は、前記粘着性高分子の反応性
官能基Ｒ２と同様に、例えば、水酸基、カルボキシル基、エポキシ基、アミノ基、イソシ
アネート基、ビニル基、アクリロイル基等が挙げられ、粘着剤層を酸性側にもアルカリ側
にも偏らせず、反応により着色等が生じにくく、さらに結合の安定性に優れることから、
特に水酸基が好ましい。これら反応性官能基Ｒ１は、ポリロタキサン中で２種以上混在し
ていてもよい。
【００５０】
　ポリロタキサンにおける反応性官能基Ｒ１の含有量は、好ましくはポリロタキサンの固
形分中１ｇ当たり１．０×１０－４～１．０×１０－２ｍｏｌ、さらに好ましくは１ｇ当
たり５．０×１０－４～５．０×１０－３ｍｏｌである。
【００５１】
　環状分子Ｔとしては、上記のなかでも、比較的入手が容易であり、かつ、ブロック基Ｂ
Ｌの種類を多数選択できるため、α－シクロデキストリン、β－シクロデキストリン、γ
－シクロデキストリン等のシクロデキストリンが好ましく、さらにα－シクロデキストリ
ンが好ましい。これらの環状分子Ｔは、ポリロタキサン中で２種以上混在していてもよい
。
【００５２】
　環状分子Ｔとしてシクロデキストリンを使用する場合、該シクロデキストリンは、ポリ
ロタキサンの溶解性を向上させることのできる置換基が導入されたものであってもよい。
置換基は、たとえばエステル結合等を介してシクロデキストリンの水酸基に結合すること
によりシクロデキストリンに導入される官能基である。好ましい置換基としては、例えば
、アセチル基、アルキル基、トリチル基、トシル基、トリメチルシラン基、フェニル基等
の他、ポリエステル鎖、オキシエチレン鎖、アルキル鎖、アクリル酸エステル鎖等が挙げ
られる。置換基の数平均分子量は、１００～１０,０００が好ましく、特に４００～２,０
００が好ましい。
【００５３】
　上記置換基のシクロデキストリンの水酸基への導入率（置換度）は、１０～９０％であ
ることが好ましく、特に３０～７０％であることが好ましい。導入率が１０％未満では、
ポリロタキサンの溶媒への溶解性の向上が十分でなく、導入率が９０％を超えると、ポリ
ロタキサンの反応性官能基Ｒ１の含有率が低くなり、ポリロタキサンが上記粘着性重合体
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（Ａ）または架橋剤（Ｃ）と十分に反応できなくなるおそれがある。また、後述するよう
に置換基に反応性官能基を有する場合であっても、導入率が９０％を超えると立体障害の
関係から導入量の制御が困難となるおそれがある。
【００５４】
　なお、反応性官能基Ｒ１は環状分子Ｔに直接に結合していなくてもよい。すなわち、ア
セチル基等の上記置換基を介して上記反応性官能基Ｒ１が存在していてもよい。このよう
な態様をとることにより、環状分子Ｔからの距離を調節して環状分子Ｔとの立体障害を回
避した上で反応性官能基Ｒ１を有する嵩高い置換基を導入したり、環状分子Ｔとの立体障
害を回避した上で反応性官能基を起点としてたとえば開環重合等の重合を行い、重合によ
り得られたアルキル鎖、エーテル鎖、エステル鎖、またはこれらのオリゴマー鎖を置換基
とし、かつ、該置換基に反応性官能基Ｒ１を１つ以上有する置換基を導入することもでき
る。
【００５５】
　以上を具体的に説明すると、例えば、シクロデキストリンそのものに存在する水酸基は
反応性官能基Ｒ１であるし、該水酸基にヒドロキシプロピル基を付加した場合には、ヒド
ロキシプロピル基の水酸基も反応性官能基Ｒ１に含まれる。さらには、該ヒドロキシプロ
ピル基の水酸基を介してε－カプロラクトンの開環重合を行った場合、該開環重合により
得られたポリエステル鎖の反対側末端には水酸基が形成される。この場合、該水酸基も反
応性官能基Ｒ１に含まれる。
【００５６】
　なお、ポリロタキサンの相溶性と反応性を両立する観点から、アルキル鎖、エーテル鎖
、エステル鎖、またはこれらのオリゴマー鎖を置換基とし、かつ、該置換基に反応性官能
基を１つ以上有する態様の置換基が環状分子Ｔに導入されていることが特に好ましい。
【００５７】
　環状分子Ｔとしてシクロデキストリンを使用する場合、水酸基の環状分子Ｔにおける残
存率は、４～９０％であることが好ましく、特に２０～７０％であることが好ましい。水
酸基の残存率は、置換基の導入により減じた後のシクロデキストリンの水酸基の数を、シ
クロデキストリンが元来有していた水酸基の数で除した割合をパーセントで表したもので
ある。水酸基の残存率が４％未満では、ポリロタキサン（Ｂ）が上記粘着性高分子または
架橋剤と十分に反応できなくなるおそれがある。一方、残存率が９０％を超えると、同一
の環状分子Ｔにおいて多数の架橋が生じるため環状分子Ｔ自体が架橋点となり、運動性を
著しく拘束され、十分な柔軟性が確保できなくなるおそれがある。
【００５８】
　ポリロタキサンのブロック基ＢＬは、環状分子Ｔが直鎖状分子Ｌにより串刺し状になっ
た形態を保持し得る基であれば、特に限定されない。このような基としては、嵩高い基、
イオン性基等が挙げられる。
【００５９】
　具体的には、ポリロタキサンのブロック基ＢＬは、ジニトロフェニル基類、シクロデキ
ストリン類、アダマンタン基類、トリチル基類、フルオレセイン類、ピレン類、アントラ
セン類等、あるいは、数平均分子量１,０００～１,０００,０００の高分子の主鎖または
側鎖等が好ましく、これらのブロック基ＢＬは、ポリロタキサン中で２種以上混在してい
てもよい。上記の数平均分子量１,０００～１,０００,０００の高分子としては、例えば
、ポリアミド、ポリイミド、ポリウレタン、ポリジメチルシロキサン、ポリアクリル酸エ
ステル等が挙げられる。
【００６０】
　上記粘着剤におけるポリロタキサンの配合量は、通常、粘着剤層の固形分中、０．５～
５０質量％、好ましくは１～４０質量％、より好ましくは２～３５質量％の配合量となる
。
【００６１】
　環状分子Ｔが直鎖状分子Ｌにより串刺し状に包接される際に環状分子Ｔが最大限に包接
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される量を１００％とした場合、環状分子Ｔは好ましくは０．１～６０％、より好ましく
は１～５０％、特に好ましくは５～４０％の量で直鎖状分子Ｌに串刺し状に包接される。
【００６２】
　なお、環状分子Ｔの最大包接量は、直鎖状分子の長さと環状分子の厚さとにより、決定
することができる。例えば、直鎖状分子がポリエチレングリコールであり、環状分子がα
－シクロデキストリン分子の場合、最大包接量は、実験的に求められている（Macromolec
ules 1993, 26, 5698-5703 参照）。
【００６３】
（架橋構造）
　上述したように、本発明の粘着剤層は、粘着性高分子がポリロタキサン構造を介して架
橋した架橋構造を含む。つまり、図１を参照しながら詳述すると、粘着性高分子Ａ同士が
架橋する構造中の少なくとも一部に、ポリロタキサンＢの環状分子Ｔを介して、粘着性高
分子Ａ同士が架橋する構造を形成する。このような構造では、環状分子Ｔが拘束されつつ
も直鎖状分子Ｌに沿って運動性を有しているために、図１に示される同一のポリロタキサ
ン中の異なる環状分子Ｔに結合した粘着性高分子Ａ同士の間隔は、伸張および短縮する。
その結果、架橋構造全体としては柔軟性を有し、変形に追従しやすいという特性が発現す
ると考えられる（以下、架橋間隔可変性と言うことがある。）。ポリロタキサンと粘着性
高分子Ａは、直接結合して架橋構造を形成していてもよく、架橋剤を介して粘着性高分子
ＡとポリロタキサンＢとが結合して架橋構造を形成してもよい。なお、環状分子Ｔは、直
鎖状分子Ｌに結合を介して拘束されているわけではなく、図１に示される粘着性高分子Ａ
同士は結合していない。したがって、これらの粘着性高分子Ａは架橋されているのではな
く、擬架橋状態をとっているに過ぎない。一方で、二つの粘着性高分子Ａが同一の環状分
子Ｔと結合している場合には、粘着性高分子Ａ同士は結合しているので、真の架橋構造が
形成される。また、粘着剤が架橋剤を含有する場合には二つの粘着性高分子Ａが架橋剤を
介して結合し、真の架橋構造が形成される。粘着剤中では、このような擬架橋構造と真の
架橋構造が混在しているはずであるが、このような複合的な構造をもって架橋構造という
。
【００６４】
　ポリロタキサンと粘着性高分子とが直接反応し、架橋構造を形成する場合には、ポリロ
タキサンの反応性官能基Ｒ１と、粘着性高分子の反応性官能基Ｒ２とは、互いに反応しう
る基である。たとえば、一方の反応性官能基を水酸基やカルボキシル基とし、他方の反応
性官能基をイソシアネート基とすることで、ポリロタキサンと粘着性高分子とが直接反応
し、粘着性高分子がポリロタキサンを介して結合した架橋構造が形成される。
【００６５】
　また、ポリロタキサンと粘着性高分子とは、後述する架橋剤（Ｃ）を介して結合し、架
橋構造を形成してもよい。
【００６６】
　このように、ポリロタキサンを介して粘着性高分子間に架橋構造を形成すると、ポリロ
タキサンが三次元網目構造体に取り込まれて存在するため、粘着剤を剥離したときに被着
体に残渣物が残りにくく、かつ三次元網目構造体中に分子鎖が貫通した環状分子の構造が
上述の架橋間隔可変性を示すために高伸長率を有し凹凸追従性が高いという本発明の効果
が得られる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【００６７】
　本発明の粘着剤は、粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基と、ポリロタキサン（Ｂ）の反
応性官能基を直接に結合させて得ることもできる。この場合、粘着剤の架橋度合（ゲル分
率）を制御しようとすると、ポリロタキサンの配合量を変えるか、あるいは反応性官能基
量が異なる２種以上のポリロタキサンを用いることになる。しかし、ポリロタキサン（Ｂ
）の配合量を変更した場合、ポリロタキサン１分子に対し反応する粘着性高分子量も変化
する。つまり、ポリロタキサンの配合量を変えると、ポリロタキサンの架橋間隔可変性（
粘着剤の柔軟性）が影響を受ける。したがって、粘着剤の架橋度合（ゲル分率）を調整し
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ようとすると、粘着剤の柔軟性が変化することになり、両者を独立に制御することが困難
である。また、一分子中に有する反応性官能基の数が異なる２種以上のポリロタキサン（
Ｂ）を用い、粘着剤の架橋構造に取り込まれるポリロタキサン量を制御することも可能で
あるが、複数種のポリロタキサンを準備することは手間がかかる。
【００６８】
　したがって、架橋剤（Ｃ）を添加することにより、架橋の度合いを調整することが好ま
しい。架橋剤（Ｃ）は、粘着性高分子同士を直接架橋するか、ポリロタキサンを介して架
橋するため、架橋度合は架橋剤の使用量によりほぼ一義的に決まる。つまり、架橋度合は
架橋剤（Ｃ）の配合量により独立して制御できる。一方、粘着剤の柔軟性は、ポリロタキ
サンの架橋間隔可変性により発現すると考えられ、主にポリロタキサンの配合量により制
御できる。したがって、架橋剤とポリロタキサンの配合量により、粘着剤の架橋度合と柔
軟性をそれぞれ独立して制御できる可能性がある。したがって、本発明では、粘着性高分
子（Ａ）とポリロタキサン（Ｂ）とは架橋剤（Ｃ）を介して結合していることが好ましい
。粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基Ｒ２とポリロタキサン（Ｂ）の反応性官能基Ｒ１は
同一であることが好ましく、ともに水酸基であることがさらに好ましい。これにより、架
橋剤はＲ１とＲ２の両方と反応し得る官能基を選択することなく単一の反応性官能基を分
子内に２個以上有していれば足りることとなる。また、環状分子Ｔとして、ポリロタキサ
ン形成に適しているシクロデキストリンを用いれば、反応性官能基Ｒ２を水酸基とするこ
とが容易である。さらに、Ｒ１とＲ２がともに水酸基であれば、水酸基との反応性の高い
イソシアナート系架橋剤を用いた場合に、ポリロタキサン（Ｂ）の環状分子と粘着性高分
子の間に結合を生じさせることが容易となる。
【００６９】
（架橋剤）
　架橋剤（Ｃ）として、ポリロタキサンが有する反応性官能基Ｒ１および粘着性高分子が
有する反応性官能基Ｒ２と反応可能な架橋性基Ｒ３を有する二官能以上の化合物を用いる
ことができる。また、架橋剤（Ｃ）が、架橋性基Ｒ４として、反応性官能基Ｒ１とのみ反
応し得る官能基を有し、かつ、少なくとも反応性官能基Ｒ２と反応し得る架橋性基Ｒ５を
有する構成としてもよいし、その逆でもよい。
　以下では、反応性官能基Ｒ１および反応性官能基Ｒ２と反応し得る架橋性基Ｒ３を有す
る架橋剤（Ｃ）を例にとり説明する。なお、上述のとおり、粘着性高分子（Ａ）の反応性
官能基Ｒ２とポリロタキサン（Ｂ）の反応性官能基Ｒ１が同一であれば、Ｒ３として、Ｒ

１とＲ２の異なる二種の官能基と反応し得る官能基を選択する必要がない。
【００７０】
架橋剤（Ｃ）が有する架橋性基Ｒ３は、例えば、水酸基、カルボキシル基、エポキシ基、
アミノ基、イソシアネート基、ビニル基、アクリロイル基等が挙げられ、イソシアナート
基、エポキシ基が好ましく、特にイソシアナート基が好ましい。これらの架橋性基Ｒ３は
、架橋剤（Ｃ）中で２種以上混在していてもよい。
【００７１】
　ポリロタキサン（Ｂ）の反応性官能基Ｒ１が水酸基、粘着性高分子（Ａ）の反応性官能
基Ｒ２が水酸基、架橋剤（Ｃ）の架橋性基Ｒ３がイソシアナート基であると、反応が容易
で制御可能な速度で進行するため、反応性官能基Ｒ１と反応性官能基Ｒ２との反応性のバ
ランスをとりやすい。また、それらの架橋性基を有する化合物は、汎用性が高く、材料の
種類が豊富で入手も容易でありコストも低く抑えることができる。
【００７２】
　架橋剤（Ｃ）としては、例えば、キシリレンジイソシアナート、ヘキサメチレンジイソ
シアナート、トリレンジイソシアナート、イソホロンジイソシアナート、それらのアダク
ト体（例えばトリメチロールプロパンアダクト体）等のイソシアナート系化合物、エチレ
ングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル、１，
６－ヘキサンジオールグリシジルエーテル、それらのアダクト体等のエポキシ系化合物、
Ｎ，Ｎ－ヘキサメチレン－１，６－ビス（１－アジリジンカルボキシアミド）、それらの
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アダクト体等のアジリジン系化合物等が挙げられ、中でもイソシアナート系化合物が好ま
しい。
【００７３】
　架橋剤（Ｃ）の粘着剤層中における配合量は、後述する「１＋α－β」で表される架橋
後に残存している反応性官能基の量の程度を示す値を目安に決定されるが、通常、粘着剤
中の固形分中、１～３０質量％、好ましくは２～２５質量％、より好ましくは３～２０質
量％の配合量となる。
【００７４】
　粘着性高分子（Ａ）が有する反応性官能基と、ポリロタキサン（Ｂ）が有する反応性官
能基が同一であり、粘着性高分子（Ａ）が有する反応性官能基の数を１としたときの、ポ
リロタキサン（Ｂ）が有する反応性官能基（Ｘ）の数の相対比αと、架橋剤（Ｃ）が有す
る架橋性基の数の相対比βについて、１＋α－β≦１．２であることが好ましい。ここで
、各成分が有する反応性官能基または架橋性基の数は、その成分の１質量部当たりの反応
性官能基または架橋性基の数に、粘着剤層の形成に際し配合したその成分の質量部数を乗
じて得る。粘着性高分子（Ａ）の反応性官能基、ポリロタキサン（Ｂ）の反応性官能基、
および架橋剤（Ｃ）の架橋性基がこのような関係を持つことで、反応性官能基に対して架
橋性基の数が不足することがない。このため、ポリロタキサン（Ｂ）の大部分が三次元網
目構造に取り込まれ、取り込まれずに残留したポリロタキサン（Ｂ）に起因した残渣物が
シートの剥離後に被着体表面に発生することを抑制できる。この値のとる範囲としては、
１＋α－β≦０．６であることがより好ましく、１＋α－β≦０．５５であることがさら
に好ましい。このような範囲とすることで、パーティクルと呼ばれる被着体表面に発生す
る微小な残渣も抑制される傾向がある。また、１＋α－βは、好ましくは－２以上であり
、さらに好ましくは－１．５以上である。１＋α－βが小さすぎることは反応性官能基（
Ｘ）に対して架橋性基が過剰に存在することを意味し、未反応の架橋剤（Ｃ）が粘着剤層
中に残存し、被着体を汚染したり、残存している架橋剤が粘着剤層の形成後に経時の特性
変化の原因となったりする懸念がある。
【００７５】
（その他の成分）
　粘着剤は、上記成分（Ａ）および（Ｂ）、ならびに必要に応じ（Ｃ）からなる架橋構造
を含むが、成分（Ａ）～（Ｃ）のみでは塗工が困難な場合が多いため、希釈して粘着剤溶
液として塗布、乾燥して粘着剤を形成することが好ましい。この際に用いる溶剤としては
、例えば、ヘキサン、ヘプタン、シクロヘキサンなどの脂肪族炭化水素、トルエン、キシ
レンなどの芳香族炭化水素、塩化メチレン、塩化エチレンなどのハロゲン化炭化水素、メ
タノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、１－メトキシ－２－プロパノールな
どのアルコール、アセトン、メチルエチルケトン、２－ペンタノン、イソホロン、シクロ
ヘキサノンなどのケトン、酢酸エチル、酢酸ブチルなどのエステル、エチルセロソルブな
どのセロソルブ系溶剤などが用いられる。
【００７６】
　このようにして調製された粘着剤溶液の濃度・粘度は、塗工可能な範囲であればよく、
特に制限されず、状況に応じて適宜選定することができる。さらに、必要に応じて、酸化
防止剤、紫外線吸収剤、近赤外線吸収剤、帯電防止剤、拡散剤等、粘着付与剤、顔料、染
料、フィラー、エネルギー線硬化性樹脂、光重合開始剤の各種添加剤を添加して粘着剤溶
液とすることができる。これらの他の成分は、粘着剤層を形成する全固形分に対し、１０
質量％以下の割合で含まれていても良い。なお、粘着剤溶液を得るに際して、溶剤等の添
加は必要条件ではなく、粘着剤組成物が塗工可能な粘度等であれば、溶剤を添加しなくて
もよい。この場合、粘着剤がそのまま粘着剤溶液と同様に取り扱われる。
【００７７】
（粘着剤層の物性）
　粘着剤層の厚み１ｍｍとしたときの破断伸度は１００％以上であることが好ましい。こ
れにより粘着剤層の被着体凹凸への埋め込み性が向上する。粘着剤層は、ポリロタキサン
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（Ｂ）が取り込まれた三次元網目構造を含有するため所定の架橋間隔可変性により破断伸
度が増加する。また、剥離時の粘着剤層のちぎれが発生しにくいので、シート剥離時の残
渣物の発生はより効率的に抑制される。破断伸度は１２０％以上がより好ましく、１４０
％～５００％であることがさらに好ましい。破断伸度が大きすぎるのは、粘着剤層が凝集
性を失している結果であり、被着体への粘着剤層の残渣物が増加する傾向がある。
【００７８】
　粘着剤層のゲル分率は９０％以上であることが好ましく、９５％以上がより好ましい。
これにより、シート剥離後の被着体表面への残渣物の発生が効率的に抑制される。粘着剤
層のゲル分率は、上記架橋剤の配合量を多くすると、増大する傾向にある。
【００７９】
　粘着剤層の２５℃における貯蔵弾性率は０．１ＭＰａ以上であることが好ましく、０．
２～３ＭＰａがより好ましく、０．３～２ＭＰａであることがさらに好ましい。これによ
り、被着体を安定して保持することができ、またシート剥離後の被着体表面への残渣物の
発生が効率的に抑制される。粘着剤層の貯蔵弾性率は、上記架橋剤の配合量を多くすると
、増大する傾向にある。本発明の粘着剤層は、粘着性高分子がポリロタキサン構造を介し
て架橋した構造からなるため、貯蔵弾性率がこのように低い領域にあるにもかかわらず、
被着体表面への残渣物が発生しにくい。
【００８０】
　粘着剤層は、エネルギー線硬化性樹脂を含有しないことが好ましい。このような構成を
とることで、エネルギー線硬化性を有しない。したがって、ウエハに所定の加工を行った
後、エネルギー線硬化工程を経ずに剥離する工程に適用され、エネルギー線硬化工程を省
略できるので効率的である。なお、本発明の作用効果が妨げられない限り、粘着剤層にエ
ネルギー線硬化性樹脂を配合してもよい。
【００８１】
（ウエハ加工用粘着シート）
　粘着剤層は、上記の粘着剤および所望に添加される添加剤からなる単層の粘着剤層であ
っても、２層以上の積層構造であってもよい。粘着剤の厚みは特に限定はされず、通常は
５～１００μｍ、好ましくは１０～８０μｍ、さらに好ましくは２０～６０μｍ程度であ
る。粘着剤層の厚さが薄くなると粘着性や表面保護機能が低下するおそれがある。また、
粘着剤が２層以上の積層構造を有する場合には、粘着剤層の全厚が上記範囲にあり、積層
構造が前記粘着剤を含む厚さ５～２００μｍ程度の層であればよい。さらに、粘着剤層は
、上記基材の片面にのみ形成されていてもよく、両面に形成されていてもよい。
【００８２】
　また、粘着シートの使用前に粘着剤層を保護するために、剥離シートが積層されていて
もよい。剥離シートは、特に限定されるものではなく、剥離性の表面を有する種々のシー
トが用いられる。このような剥離シートとしては、具体的には、ポリエチレンシート、ポ
リプロピレンシート、ポリブテンシート、ポリブタジエンシート、ポリメチルペンテンシ
ート、ポリ塩化ビニルシート、塩化ビニル共重合体シート、ポリエチレンテレフタレート
シート、ポリブチレンテレフタレートシート、ポリウレタンシート、エチレン酢ビシート
、アイオノマー樹脂シート、エチレン・（メタ）アクリル酸共重合体シート、エチレン・
（メタ）アクリル酸エステル共重合体シート、ポリスチレンシート、ポリカーボネートシ
ート、フッ素樹脂シート、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）シート、直鎖低密度ポリエチ
レン（ＬＬＤＰＥ）シート、およびその水添加物または変性物等からなるシートなどが用
いられる。またこれらの架橋シートも用いられる。上記の基材は１種単独でもよいし、さ
らにこれらを２種類以上組み合わせた複合シートであってもよい。
【００８３】
　剥離シートとしては、上記したようなシートの一方の表面に剥離処理を施したシートが
好ましい。剥離処理に用いられる剥離剤としては、特に限定はないが、シリコーン系、フ
ッ素系、アルキッド系、不飽和ポリエステル系、ポリオレフィン系、ワックス系等が用い
られる。特にシリコーン系の剥離剤が低剥離力を実現しやすいので好ましい。剥離シート
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に用いるシートがポリオレフィンシートのようにそれ自身の表面張力が低く、粘着層に対
し低剥離力を示すものであれば、剥離処理を行わなくてもよい。
【００８４】
　剥離処理の方法としては、剥離剤をそのまま無溶剤で、または溶剤希釈やエマルション
化して、グラビアコーター、メイヤーバーコーター、エアナイフコーター、ロールコータ
ー等により該シートに塗布し、加熱または紫外線あるいは電子線の照射により硬化させて
剥離層を形成する。
【００８５】
　上記の剥離シートの厚さは、好ましくは１２μｍ以上であり、さらに好ましくは１５～
１０００μｍ、特に好ましくは５０～２００μｍである。
【００８６】
　粘着シートの２５ｍｍ幅にカットされた状態での、シリコンウエハミラー面からの剥離
時の粘着力は、５０００ｍＮ／２５ｍｍ以下であることが好ましく、１００～４０００ｍ
Ｎ／２５ｍｍであることがより好ましく、３００～３０００ｍＮ／２５ｍｍであることが
さらに好ましく、３００～２５００ｍＮ／２５ｍｍであることが特に好ましい。通常、粘
着シートの粘着力が高くなると、凹凸追従性が向上する傾向がある。これは、凹凸に起因
して粘着剤層が被着体から剥がれようとする力に対して、粘着力が対抗できるようになる
ためである。しかしながら、粘着力が高い場合、被着体面への残渣物の発生が増加する傾
向にあり、また、粘着シートの剥離が困難になったり、剥離により被着体を破損したりす
るおそれがある。本発明の粘着シートは、上述のように粘着性高分子がポリロタキサンを
介して架橋した架橋構造を含むため、このように低粘着力であっても凹凸に追従すること
ができ、かつ被着体表面への残渣物の発生を抑制できる。
　粘着力が低すぎる場合には粘着シートの研削中の浮き、剥がれが生じやすく、研削水の
浸入を生ずるおそれがある。
【００８７】
（ウエハ加工用粘着シートの製造）
　本発明のウエハ加工用粘着シートは、基材上に、粘着剤層を形成する粘着剤を公知の塗
工装置により適宜の厚さに塗布、乾燥し、８０～１５０℃程度の温度で加熱することによ
り各成分の反応性官能基および架橋性基を架橋することで製造できる。塗工装置としては
、ロールコーター、ナイフコーター、ロールナイフコーター、ファウンテンダイコーター
、スロットダイコーター、リバースコーターなどが挙げられる。粘着剤層上には、粘着剤
面を保護するために剥離シートを貼り合わせることが好ましい。また粘着剤層を剥離シー
ト上に設け、さらに基材に転写することで製造してもよい。
【００８８】
　本発明の粘着シートは、下記に示すように半導体ウエハの加工に用いることが出来る。
【００８９】
（ウエハ裏面研削方法）
　ウエハの裏面研削においては、表面に回路が形成された半導体ウエハの回路面にウエハ
加工用粘着シートを貼付して回路面を保護しつつウエハの裏面を研削し、所定厚みのウエ
ハとする。
【００９０】
　半導体ウエハはシリコンウエハであってもよく、またガリウム・砒素などの化合物半導
体ウエハであってもよい。ウエハ表面への回路の形成はエッチング法、リフトオフ法など
の従来より汎用されている方法を含む様々な方法により行うことができる。また、ウエハ
表面にはバンプ（電極）が形成されていてもよく、バンプは、メッキや半田により形成す
ることができる。半導体ウエハの回路形成工程において、所定の回路が形成される。この
ようなウエハの研削前の厚みは特に限定はされないが、通常は５００～１０００μｍ程度
である。
【００９１】
　裏面研削は粘着シートが貼付されたままグラインダーおよびウエハ固定のための吸着テ
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ーブル等を用いた公知の手法により行われる。粘着シートは、適度な破断伸度と貯蔵弾性
率を有するため、ウエハ裏面研削時にウエハに強い剪断力が負荷されても、ウエハの振動
、位置ズレが防止でき、ウエハ裏面を平坦、かつ極薄にまで研削することができる。裏面
研削工程の後、研削によって生成した破砕層を除去する処理が行われてもよい。裏面研削
後の半導体ウエハの厚みは、特に限定はされないが、好ましくは１０～３００μｍ、特に
好ましくは２５～２００μｍ程度である。
【００９２】
　裏面研削工程後、回路面から粘着シートを剥離する。本発明の粘着シートによれば、粘
着剤層が、ウエハの裏面研削時にはウエハを確実に保持し、また切削水の回路面への浸入
を防止できる。また、粘着シートの剥離時にウエハ表面に残着する粘着剤残渣も低減され
る。
【００９３】
（ウエハダイシング方法）
　本発明の粘着シートはダイシングシートとして使用することもできる。本発明の粘着シ
ートは、粘着剤層が凹凸追従性と残渣抑制性能を有しているために、貼付面に凹凸を有す
るウエハに貼付してダイシングを行う工程に用いるダイシングシートに好適に用いられる
。
【００９４】
　ダイシングシートとして使用する際は、ウエハの表面に本発明の粘着シートを貼付して
、ウエハを切断する場合に好適である。ダイシングシートの貼付は、マウンターと呼ばれ
る装置により行われるのが一般的だが特に限定はされない。
【００９５】
　半導体ウエハの切断手段は特に限定はされない。一例としてウエハの切断時にはダイシ
ングシートの周辺部をリングフレームにより固定した後、ダイサーなどの回転丸刃を用い
るなどの公知の手法によりウエハのチップ化を行う方法などが挙げられる。またレーザー
光を用いたダイシング法であってもよい。
【００９６】
（先ダイシング法によるダイシング方法）
　さらにまた、本発明の粘着シートは、特に先ダイシング法によるウエハのチップ化にお
いて好ましく用いられ、具体的には、
　回路が表面に形成された半導体ウエハ表面からそのウエハ厚さよりも浅い切込み深さの
溝を形成し、
　該回路形成面に、上記粘着シートを表面保護シートとして貼付し、
　その後上記半導体ウエハの裏面研削をすることでウエハの厚みを薄くするとともに、最
終的には個々のチップへの分割を行ない、
　チップをピックアップする工程を含む半導体チップの製造方法に好ましく用いられる。
より具体的には、以下のような工程からなる半導体チップの製造方法に用いられる。
【００９７】
　第１工程：複数の回路を区画するウエハの切断位置に沿って所定の深さの溝をウエハ表
面から削成する。
【００９８】
　第２工程：前記ウエハの表面全体を覆う状態に本発明の粘着シートを貼付する。
【００９９】
　第３工程：前記溝の底部を除去し、所定の厚さになるまでウエハの裏面を研削して個々
のチップに分割する。研削時には、研削屑や研削熱を除去するために研削面に水（研削水
）を供給しつつ研削を行う。この際、本発明の粘着シートを用いることで、チップと粘着
剤層との間に高い密着性が得られるため、回路面への研削水の滲入がなく、チップの汚染
を防止できる。また、先ダイシング法においては、溝の形成された面に表面保護シートを
貼付するため溝のエッジ部（溝の非形成部における溝との境界）に粘着剤残渣が発生しや
すいが、本発明の粘着剤は凝集性が高いため、エッジ部の粘着剤残渣が発生しにくい。
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【０１００】
　その後、所定の方法でチップのピックアップを行う。また、チップのピックアップに先
立ち、ウエハ形状に整列した状態のチップを、他の粘着シートに転写し、その後、チップ
のピックアップを行ってもよい。
【０１０１】
　本発明の粘着シートを、このような先ダイシング法による半導体装置の製造工程に用い
る場合は、裏面研削によりチップ化する際のチップクラックの防止や、分割されたチップ
のカーフ幅の縮み防止のため、基材は、ポリエチレンテレフタレートフィルムやポリエチ
レンナフタレートフィルムのように比較的剛性の大きなフィルムを用いることが望ましい
。
【実施例】
【０１０２】
　以下本発明を実施例により説明するが、本発明はこれら実施例に限定されるものではな
い。なお、実施例、比較例における各種物性の評価は以下のように行った。
【０１０３】
（粘着力測定）
　２３℃、５０％ＲＨの環境下、実施例および比較例の粘着シートを２５ｍｍ幅にカット
し、直径６インチ、厚さ６００μｍのシリコンウエハのミラー面に重量５ｋｇのローラー
を１往復させて貼付し、同環境下に２０分間静置した後、３００ｍｍ／分の速度で１８０
度剥離粘着力を測定した。
【０１０４】
（ゲル分率測定）
　剥離フィルム（ＳＰ－ＰＥＴ３８１０３１、リンテック株式会社製）上に、実施例およ
び比較例の粘着剤を塗工し、乾燥を行い剥離フィルム（ＳＰ－ＰＥＴ３８１０３１、リン
テック株式会社製）と貼り合わせを行い、剥離フィルムに挟持された基材を有しない粘着
剤単層シートを作製した。粘着剤単層シートを２３℃、湿度５０％の雰囲気化で１週間放
置した後、粘着剤単層シートから約０．１ｇの相当の粘着剤単層シートを切り出し、折り
畳んでテトロン（商品名）製のメッシュ（＃４００）に包み、酢酸エチルを溶剤としたソ
ックスレー抽出装置（東京硝子器械社製、脂肪抽出器）による還流で粘着剤の非ゲル分を
抽出し、初期の質量との比よりゲル分率を算出した。
【０１０５】
（動的粘弾性測定）
　ゲル分率測定と同様に粘着剤単層シートを作製した。粘着剤単層シートを複数積層し、
厚みが１ｍｍになるようにラミネートを繰り返した。その積層した粘着剤をＡｄｖａｎｃ
ｅｄ　Ｒｈｅｏｍｅｔｒｉｃ　Ｅｘｐａｎｓｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ（Ｒｈｅｏｍｅｔｒｉ
ｃ　Ｓｃｉｅｎｔｉｆｉｃ社製）により測定した。弾性率については周波数１Ｈｚ（６．
２８ｒａｄ／ｓｅｃ）における－２０～１２０℃の貯蔵弾性率を測定し、２５℃の値をと
った。
【０１０６】
（破断伸度測定）
　ゲル分率測定と同様に粘着剤単層シートを作製した。この粘着剤単層シートを複数積層
し、厚みが１ｍｍになるようにラミネートを繰り返した。その試料を長さ１００ｍｍ、幅
１５ｍｍにカットし、Ａｕｔｏｇｒａｐｈ　ＡＧ－１Ｓ　１００Ｎ（島津製作所製）にて
、速度２００ｍｍ／ｍｉｎにて０～４００ｍｍ引っ張った。その時の破断伸度を測定した
。
【０１０７】
（被着体面凹凸の追従性）
　１ｃｍ×１ｃｍ、厚み２５μｍのシリコンチップを６インチのシリコンウエハ上に置き
、その上から粘着シートをラミネートした。２３℃６０％相対湿度下に２４時間静置した
後、粘着シートが貼付できずに発生した空隙（シリコンチップにより構成される段差の下
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部に発生する粘着剤が追従できずに接触していない領域）の幅を測定し、その幅が５００
μｍ以下の場合を「良好」、５００μｍを超える場合を「不良」とした。
【０１０８】
（パーティクル測定）
　粘着シートをシリコンウエハミラー面上に、５ｋｇのローラーを１往復させて荷重をか
け、ラミネートし、２３℃６０％相対湿度下に１時間静置した後、シート片を剥離速度１
２ｍ／ｍｉｎ、剥離角度１８０°で剥離し、ウエハ表面検査装置[Ｓ６６００（日立エン
ジニアリング社製）］により測定を行い、ウエハ上の０．２７μｍ以上の残渣物の個数を
測定した。
【０１０９】
（ハーフカットダイシングウエハのエッジ部の残存粘着剤の確認）
　ハーフカットダイシングしたシリコンウエハに粘着テープをウエハテープラミネータＡ
ｄｗｉｌｌ　ＲＡＤ－３５１０（リンテック（株）社製）にて貼り付け速度５．０ｍｍ／
ｓｅｃで貼付し、２３℃６０％相対湿度下に１時間静置した後にＡｕｔｏｇｒａｐｈ　Ａ
Ｇ－１Ｓ　１００Ｎ（島津製作所製）にて剥離速度１２０ｍｍ／ｍｉｎで１８０°の角度
で剥離した。剥離の際にカーフに残った粘着剤を倍率１０００倍の電子顕微鏡にて縦５ヶ
所、横５ヶ所観察した。残存粘着剤が確認されなかった場合を「良好」、確認された場合
を「不良」とした。
【０１１０】
（実施例１）
　アクリル系粘着剤（アクリル酸ブチルおよびメタクリル酸メチルを主成分とし、２－ヒ
ドロキシエチルアクリレートに由来する構成単位の含有量が５重量％である共重合体、重
量平均分子量６０万、ガラス転移温度－４３．６℃、固形分４０重量％）１００質量部と
イソシアナート系架橋剤（東洋インキ製造社製、ＢＨＳ－８５１５、固形分３７．５重量
％）１０質量部とポリロタキサン（セルム　スーパーポリマーＡ１０００、アドバンスト
・ソフト・マテリアルズ株式会社製、固形分３５重量％、）９．６質量部を混合した粘着
剤を、剥離材（ＳＰ－ＰＥＴ３８１０３１、リンテック株式会社製）の上に乾燥後の厚さ
が４０μｍとなるように塗布し、１００℃で１分間乾燥させ、剥離材上に粘着剤層を形成
させた。この粘着剤層の露出面を、厚さ１１０μｍの低密度ポリエチレンフィルムに貼り
合わせて粘着シートを作製した。なお、質量部数は、溶液状態での質量である（以下、同
様。）。粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１１１】
　アクリル系粘着剤の水酸基の数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、
アクリル系粘着剤の水酸基の数を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート
基の数の比β、および１＋α－βを表１に示す。なお、１＋α－βの計算方法の一例とし
て本例の場合を表２に示す。また、各成分の単位重量当たりの反応性官能基（水酸基）ま
たは架橋性基（イソシアネート基）の数を表２に示す。
【０１１２】
（実施例２）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）１０質量部とポリロタキサン３．８質量部を混合した粘着
剤を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の水酸基
の数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水酸基の
数を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および１＋α
－β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１１３】
（実施例３）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）８質量部とポリロタキサン６．１質量部を混合した粘着剤
を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の水酸基の
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数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水酸基の数
を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および１＋α－
β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１１４】
（実施例４）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）８質量部とポリロタキサン３．０質量部を混合した粘着剤
を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の水酸基の
数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水酸基の数
を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および１＋α－
β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１１５】
（実施例５）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）１０質量部とポリロタキサン１９．２質量部を混合した粘
着剤を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の水酸
基の数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水酸基
の数を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および１＋
α－β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１１６】
（実施例６）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）８質量部とポリロタキサン１５．４質量部を混合した粘着
剤を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の水酸基
の数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水酸基の
数を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および１＋α
－β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１１７】
（実施例７）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）４質量部とポリロタキサン１５．４質量部を混合した粘着
剤を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の水酸基
の数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水酸基の
数を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および１＋α
－β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１１８】
（実施例８）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）４質量部とポリロタキサン７．７質量部を混合した粘着剤
を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の水酸基の
数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水酸基の数
を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および１＋α－
β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１１９】
（実施例９）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）４質量部とポリロタキサン３．０質量部を混合した粘着剤
を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の水酸基の
数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水酸基の数
を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および１＋α－
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β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１２０】
（実施例１０）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）３０．１９質量部とポリロタキサン３８．４質量部を混合
した粘着剤を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤
の水酸基の数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の
水酸基の数を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、およ
び１＋α－β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す
。
【０１２１】
（実施例１１）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部とイソシアナート系架橋剤（東洋インキ
製造社製、ＢＨＳ－８５１５）４０．３質量部とポリロタキサン７６．８質量部を混合し
た粘着剤を用いた以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。アクリル系粘着剤の
水酸基の数を１としたときのポリロタキサンの水酸基の数の比α、アクリル系粘着剤の水
酸基の数を１としたときのイソシアナート化合物のイソシアナート基の数の比β、および
１＋α－β並びに粘着剤層の物性および粘着シートの貼付／剥離試験結果を表１に示す。
【０１２２】
（比較例１）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部に対して、イソシアナート系架橋剤（東
洋インキ製造社製、ＢＨＳ－８５１５）２０質量部を混合した粘着剤を用いた以外は、実
施例１と同様にして粘着シートを得た。
【０１２３】
（比較例２）
　実施例１と同じアクリル系粘着剤１００質量部に対して、イソシアナート系架橋剤（東
洋インキ製造社製、ＢＨＳ－８５１５）０．２質量部を混合した粘着剤を用いた以外は、
実施例１と同様にして粘着シートを得た。
【０１２４】
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【図１】
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